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こども未来局 

Ａ 応急対策業務 

業務 
優先
度 

所管課名 事業名等 法定 
業務 平常時の業務内容 国内感染期の業務内容・業務実施手順 

Ａ 庶務課 新型インフルエンザ等対
応業務    

・局内職員の健康状態及び出勤状況等
の把握（職員の労務・服務に関するこ
と） 
・新型インフルエンザ等対策本部及び
局内との連絡調整 

Ａ こども保健
福祉課 

【応急】被措置児童安全
確認業務    

各施設での感染状況を確認し、関係機
関との連絡、被措置児童の安全確保を
図る。 

Ａ 

こども家庭
センター 
中部児童相
談所 
北部児童相
談所 

【応急】一時保護児童安
全確認業務    

各保護所での感染状況を確認し、関係
機関との連絡、一時保護児童の安全確
保を図る。 

Ｂ２ 継続業務 

業務 
優先
度 

所管課名 事業名等 法定 
業務 平常時の業務内容 国内感染期の業務内容・業務実施手順 

Ｂ２ 保育第１課 民間保育所給付費等支給 
業務 〇 民間保育所に対する教育・保

育給付費等支給にかかる業務 

出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。なお、補助事業については、
可能な範囲での対応とする。 

Ｂ２ 保育第１課 民間保育所との調整業務  民間保育所の調整業務 

・民間保育所からの電話相談受付（新
型インフルエンザ等対策に係る相談を
含む。）については出勤可能な職員で
支障がない範囲で対応する。 
・関係部署と連携・調整を図り、登園
自粛の要請について検討を行う。 

B２ 保育第 2 課 地域型保育事業給付費等 
支給業務 ○ 

地域型保育事業に対する教
育・保育給付費等支給にかか
る業務 

・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。なお、補助事業について
は、可能な範囲での対応とする。 

B２ 保育第２課 川崎認定保育園援護事業 
費支給業務 ○ 川崎認定保育園に対する援護

事業費支給にかかる業務 

・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。なお、補助事業について
は、可能な範囲での対応とする。 

B２ 保育第２課 
施設等利用費(償還払い
及び法定代理受領)支給
業務 

○ 
保護者及び川崎認定保育園に
対する施設等利用費支給にか
かる業務 

・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。なお、補助事業について
は、可能な範囲での対応とする。 

B２ 保育第２課 地域型保育施設との調整
業務  地域型保育施設の調整業務 

・地域型保育施設からの電話相談受付
（新型インフルエンザ等対策に係る相
談を含む。）については出勤可能な職
員で支障がない範囲で対応する。 
・関係部署と連携・調整を図り、登園
自粛の要請について検討を行う。 
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B２ 保育第２課 認可外保育施設との調整
業務  認可外保育施設の調整業務 

・認可外保育施設からの電話相談受付
（新型インフルエンザ等対策に係る相
談を含む。）については出勤可能な職
員で支障がない範囲で対応する。 
・関係部署と連携・調整を図り、登園
自粛の要請について検討を行う。 

B２ 保育対策課 保育所等の入所関連業務  
・保育所等に関する各制度の
広報 
・各区・支所との連絡調整 

・国の登園自粛要請や保育所等の開園
状況に応じて保育所等の入所に係る取
扱いについて、利用者等へ周知を図
る。 
・区、支所の業務に支障が生じないよ
う必要最小限の対応を行う。 

B２ こども家庭
課 

母子･父子福祉センター
サン・ライブ運営事業  

委託実施している母子･父子福
祉センターの運営に係る調
整・指導 

サン・ライヴ事業はひとり親家庭支援
の根幹となる取組をしている事から、
国や県等の特別な要請、指示がない 
限り、以下の業務継続を念頭に可能な
職員編成を組み業務にあたることを前
提とする。なお、交通事情等勘案し、
職員が出勤可能な場合、電話相談は継
続とし、来所を伴う相談・取組につい
ては、以下を踏まえて必要最小限度に
留める。その場合においても事前の検
温等、予防対策に努めるものとする。 
・貸館業務は原則中止する 
・各種講座は方法、性質等に応じて市
と受託者で個別調整を行い、延期また
は中止を含めた対応を柔軟に行う。 
・給付金に関わる相談・申請受付は急
を要するものがあれば市と協議の上、
できる限り電話等に切りかえた上で継
続実施、急を要さないものは延期とす
る。 
・貸付（社会福祉協議会）に関する申
請受付は郵送でのみ対応する。 
・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。 

B2 こども家庭
課 

高等職業訓練促進給付金
等事業  

促進費の申請手続き及び対象
となる母子家庭の母及び父子
家庭への父への支払手続 

当該事業については困窮等の状況にあ
るひとり親家庭支援を支える根幹の制
度であるため、国や県等からの特別な
要請・指示等がない限りにおいては原
則として継続するものとし、職員体制
が確保できない場合においては応援体
制を要請の上、継続をするものとす
る。 
ただし、申請や利用申し出のうち、急
を要しない案件については個別判断の
上、市民の了解を得て延期する。 
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B2 こども家庭
課 

自立支援教育訓練給付金
事業  

給付金の申請手続き及び対象
となる母子家庭の母及び父子
家庭の父への支払手続 

当該事業については困窮等の状況にあ
るひとり親家庭支援を支える根幹の制
度であるため、国や県等からの特別な
要請・指示等がない限りにおいては原
則として継続するものとし、職員体制
が確保できない場合においては応援体
制を要請の上、継続をするものとす
る。 
ただし、申請や利用申し出のうち、急
を要しない案件については個別判断の
上、市民の了解を得て延期する。 

B2 こども家庭
課 

母子・父子・寡婦福祉資
金貸付事業 〇 母子家庭、父子家庭及び寡婦

への資金の貸付け 

貸付事業については困窮等の状況
にあるひとり親家庭支援を支える 
根幹の制度であるため、国や県等
からの特別な要請・指示等がない 
限りにおいては原則として継続す
るものとし、職員体制が確保でき 
ない場合においては応援体制を要
請の上、継続をするものとする。 
ただし、急を要しない貸付につい
ては個別判断の上、市民の了解を 
得て審査等を延期する。 
・償還業務については、原則休止・延
期する。 

B2 こども家庭
課 

ひとり親家庭等日常生活
支援事業（エンゼルパー
トナー事業） 

 

子育て支援及び生活援助を目
的として家庭に出向く家庭生
活支援員への派遣委託費の支
払手続 

当該事業については困窮等の状況にあ
るひとり親家庭支援を支える根幹の制
度であるため、国や県等からの特別な
要請・指示等がない限りにおいては原
則として継続するものとし、職員体制
が確保できない場合においては応援体
制を要請の上、継続をするものとす
る。 
ただし、申請や利用申し出のうち、急
を要しない案件については個別判断の
上、市民の了解を得て延期する。 

出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ こども保健
福祉課 

児童福祉施設保護措置費
支弁事業 ○ 児童福祉施設等に措置されて

いる児童に係る経費の支弁 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ こども保健
福祉課 

児童入所施設措置費処遇
改善事業   児童福祉施設等に措置されて

いる児童に係る経費の支弁 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ こども保健
福祉課 民間施設振興事業   児童福祉施設経営の健全化に

係る経費の支弁 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ こども保健
福祉課 

母子生活支援施設運営事
業 ○ 

母子生活支援施設の運営に係
る経費の支弁および広域入所
調整 

出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ こども保健
福祉課 

児童ファミリーグループ
ホーム事業   児童ファミリーグループホー

ム運営費の支出 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｂ２ 
児童家庭支
援・虐待対
策室 

女性保護事業 ○ 女性の保護及び自立支援に必
要な経費の支出 

出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 
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Ｂ２ 

こども家庭
センター 
中部児童相
談所 
北部児童相
談所 

相談支援業務 ○ 

・虐待の緊急対応以外の児童
福祉法 27 条による施設入所
措置、福祉司指導、３３条に
よる一時保護による児童の身
柄の確保 
・通所による相談指導業務 

原則、緊急ケースのみ対応。通常相談
業務については、出勤可能な職員で支
障がない範囲で対応する。 

Ｂ２ 

こども家庭
センター中
部児童相談
所北部児童
相談所 

心理面接・判定業務 ○ 

・児童の判定及び治療に関す
る業務 
・療育手帳の判定業務 
・特別児童扶養手当診断書作
成業務 
・一時保護所入所児童の健康
管理及び保健指導業務  

・判定予定ケースの保護者への電話に
よる説明及び判定時期の変更 
・通所指導ケースの休止。養護施設等
への出張判定の延期 

Ｂ２ 

こども家庭
センター 
中部児童相
談所 
北部児童相
談所 

児童虐待対応業務 ○ 

・児童虐待通告（送致を含
む）に関する受理・調査業務 
児童虐待予防に関する啓発業
務 
・電話による、児童虐待等の
相談業務 

・児童虐待通告があった場合は、最優
先で対応する。 
・児童虐待等についての電話相談は継
続する。 
・児童虐待予防に関する啓発業務につ
いては、感染拡大防止等のため一時休
止する。 

Ｂ２ 

こども家庭
センター 
中部児童相
談所 

一時保護所業務 ○ 
・保護児童の指導及び行動観
察 
・心身の健康管理。 

感染症対策を十分に行った上で、適切
に一時保護を実施する。 

Ｃ 縮小業務 

業務 
優先
度 

所管課名 事業名等 法定 
業務 平常時の業務内容 国内感染期の業務内容・業務実施手順 

Ｃ 庶務課 庶務業務   

局・部・課の庶務／人事・組
織・労務等に関すること／各
種調査・照会・回答／研修・
人材育成／調達・備品管理／
給与・手当・旅費／安全衛生
管理／その他 

●次の業務を優先して行うものとし、
その他は基本的に可能な範囲での対応
とする。 
・対策本部との連絡調整 
・局内各課との連絡調整 
・報道対応 

Ｃ 庶務課 経理事務   

予算執行事務／支出命令審査
事務／予算編成事務／決算関
係事務／監査関係事務／業者
指名選定関係事務／照会回答
事務 

事業執行に必要な事務や支払以外は、
状況により一時的に業務を縮小する。 

Ｃ 庶務課 議会関係業務   
・局議会関係事務 
・各種の照会に対する回答事
務 

議会関係業務については、縮小し必要
最低限の範囲での事務を行う。 

Ｃ 企画課 企画・調整業務   

・局の企画・調整 
・総合計画、行財政改革プラ
ン、次世代育成支援対策行動
計画後期計画の進捗管理 

状況により業務を縮小する。 
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Ｃ 企画課 地域子育て関係業務 

〇 
セン
ター
のみ 

・地域子育て支援センター 
・ふれあい子育てサポート 

・保護者へ感染者の利用自粛の要請
や、情報提供を行うとともに、感染者
の拡大の状況に応じて休止・中止等を
検討する。 
・通常業務については状況により一時
的に縮小する。 

Ｃ 企画課 私立学校等関係業務   私立中学校、高等学校、専修
学校及び各種学校 

必要最小限のものを行うなど、状況に
より一時的に業務を縮小する。 

Ｃ 企画課 次世代育成支援業務   ワークライフバランスの推進 

・必要最小限のものを行うなど、状況
により一時的に業務を縮小する。 
・ワークライフバランスの講座等につ
いては原則中止とする。 

Ｃ 監査担当 監査業務 ○ 児童福祉施設等の監査 

・指導監査について、感染拡大状況を
踏まえ、実地監査から書面監査に切り
替える等、弾力的に対応する。 
・保育所指導監査等説明会の通常通り
の開催を控え、代替案を検討する。 

Ｃ 保育対策課 保育料徴収業務   
保育料徴収業務（保育料の滞
納処分、収納事務、保育料滞
納者の徴収指導業務等） 

収納業務についてのみ継続する。 

Ｃ 運営管理課 地域子育て支援センター
事業 ○ 直営施設の施設・職員の管理 

・職員の健康状態の確認を行う。 
・通常の施設管理については、状況に
応じて業務を縮小、延期する。 

Ｃ 
運営管理課 
各区保育総
合支援担当 

公立保育所施設管理業務   

・公立保育所の軽易工事、小
破修繕、物品調達業務 
・各区保育総合支援担当との
調整 

・新型インフルエンザ等対策に必要な
物品の調達を行う。 
・緊急度の高い補修工事（ガス漏れ等
のレベル）については継続する。 

Ｃ 
運営管理課 
各区保育総
合支援担当 

公立保育運営調整業務   公立保育所の相談、指導業務 

・通常業務のうち、可能なものは業務
を縮小、延期する。 
・新型インフルエンザ等対策に係る公
立保育所相談・指導業務を実施する。 
・給食業務（賄材料の発注と支払）に
ついては業務を継続する。 
・各区保育総合支援担当等と調整のう
え、新型インフルエンザ等対策に係る
必要な対応を行う。 
・感染状況に応じて、関係部署と連 
携・調整を図り、登園自粛の要請につ 
いて検討を行う。 
・発症者が出た場合には速やかに保護
者へ注意を促す。（利用自粛のお願い
をする。） 
・児童数又は職員数の概ね 25％の発症
が見られた場合は休園の検討をはじめ
る。 

Ｃ 保育所整備
課 民間活用推進業務   

・庶務関係業務 
・認可保育所等の整備及び進
行管理業務 

必要最小限のものを行うなど、状況に
より一時的に業務を縮小する。 

Ｃ 保育所整備
課 保育所整備推進業務   公立保育所の老朽化対策及び

進行管理業務 
必要最小限のものを行うなど、状況に
より一時的に業務を縮小する。 
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Ｃ 保育所整備
課 公立保育所民営化事業   保護者説明会準備、設置・運

営法人募集等 
必要最小限のものを行うなど、状況に
より一時的に業務を縮小する。 

Ｃ 幼児教育担
当 幼児教育関係業務   

・私立幼稚園園児保育料補助 
・幼稚園、認定こども園業務 
・幼児教育相談員訪問 

必要最小限のものを行うなど、状況に
より一時的に業務を縮小する。 

Ｃ こども家庭
課 児童手当業務 ○ 

・児童手当認定業務（施設等
受給資格者） 
・児童手当支払業務 
・県、各区役所との連絡調整 

・支払業務は遅滞なく行う。 
・緊急を要する業務を優先して行い、
認定は支払に影響するものを優先して
行う。 
・返還金業務は、原則休止・延期す
る。 

Ｃ こども家庭
課 児童扶養手当業務 ○ ・児童扶養手当業務 

・県、各区役所との連絡調整 

・支払業務は遅滞なく行い、緊急を要
する業務を優先して行う。 
・返還金業務は、原則休止・延期す
る。 

Ｃ こども家庭
課 

災害遺児等福祉手当関係
業務   

災害遺児等福祉手当認定業
務、災害遺児等福祉手当支払
業務、災害遺児等援護事業支
払業務、災害遺児等援護事業
基金業務 

支払業務は遅滞なく行い、認定は支払
に影響するものを優先して行う。 

Ｃ こども家庭
課 

ひとり親家庭等通勤交通
費助成業務 

 
・交通費の申請手続き及び対
象となる児童扶養手当受給者
への支払手続 

・支払業務を遅滞なく行う。 
・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。 

Ｃ こども家庭
課 

ひとり親家庭等通学交通
費助成業務  

・交通費の申請手続き及び対
象となる児童扶養手当受給者
への支払手続 

・支払業務を遅滞なく行う。 
・出勤可能な職員で支障が出ないよう
対応する。 

Ｃ こども家庭
課 庶務関係事務   

議会対応／各種調査・照会・
回答／予・決算／調達・備品
管理／給与・手当・旅費／そ
の他 

職員の労務・服務に関する最低限の庶
務業務のみ実施する。 

Ｃ こども家庭
課 小児医療費助成事業   

・国保連への支払処理 
・医療証の発行 
・助成決定通知書発送 
・予算に関する業務 

・支払業務を遅延なく行う。 
・返還金業務は、原則休止・延期す
る。 

Ｃ こども家庭
課 

ひとり親家庭等医療費助
成事業   

・国保連への支払処理 
・医療機関から直接請求申請
の処理 
・助成決定通知書発送 
・予算に関する業務 

・支払業務を遅延なく行う。 
・返還金業務は、原則休止・延期す
る。 

Ｃ こども家庭
課 

小児ぜん息患者医療費支
給事業   

・国保連への支払処理 
・償還払い申請内容の審査、
助成金の支払処理 
・予算に関する業務 

・支払業務を遅延なく行う。 
・返還金業務は、原則休止・延期す
る。 

Ｃ こども保健
福祉課 里親制度実施事業 ○ 里親研修、広報啓発活動、養

育援助事業費の支出 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｃ こども保健
福祉課 

母子保健指導・相談・訪
問事業 
母子保健教室事業 

○ 

区で実施する妊娠期から子育
て期までの保健指導、相談支
援に係る事業についての本課
業務 

各区と情報を共有し、調整のうえ、状
況に応じて実施方法や中止・延期を検
討する。 



- 107 - 
 

Ｃ こども保健
福祉課 

妊婦・乳幼児健康診査事
業乳幼児検査事業 ○ 

地域みまもり支援センター
（福祉事務所・保健所支所）
で実施の乳幼児健康診査につ
いて調整等本課業務委託によ
る健診、検査事業の契約、請
求、支払い他調整等事務 

・各区と情報を共有し、調整のうえ、
状況に応じて延期を検討する。 
・委託機関からの請求に対し滞ること
のないよう適正に支払い事務を行う。 

Ｃ こども保健
福祉課 

小児慢性特定疾病医療等
給付事業 ○ 

地域みまもり支援センター
（福祉事務所・保健所支所）
で受理した各医療費の申請に
ついて、事務処理、給付を行
う。 

申請者が感染時重症化しやすい対象者
であるので、郵送での申請を可能とす
る。 

Ｃ こども保健
福祉課 

産前・産後家庭支援ヘル
パー   

出産前後で体調不良等のた
め、育児や家事を行うことが
困難な家庭にヘルパーを派遣
する事業者との連絡・調整、
問い合わせ対応 

状況に応じて事業者と相談し、中止等
を検討する。 
請求に対し滞ることのないよう適正に
支払い事務を行う。 

Ｃ こども保健
福祉課 産後ケア  

産婦及び４か月未満の乳児を
対象として、助産師による訪
問・来所・宿泊のいずれかの
方法により、授乳の相談、育
児についての相談、母親の体
調管理を行う。 

状況に応じて中止等を検討する。 
請求に対し滞ることのないよう適正に
支払い事務を行う。 

Ｃ 青少年支援
室 青少年教育施設運営事業   

青少年の家、八ケ岳少年自然
の家、子ども夢パーク、黒川
青少年野外活動センターを運
営する事業 

関係機関と調整の上、感染状況によ
り、感染者や濃厚接触者の利用自粛を
とるとともに、利用者への周知徹底を
図る。 

Ｃ 青少年支援
室 庶務関係事務   

議会対応、各種調査・照会・
回答、予・決算対応、調達・
備品管理 

必要最低限の庶務・予算・決算業務・
議会対応を実施する。 

Ｃ 青少年支援
室 わくわくプラザ運営事業  

小学校児童生徒の放課後の居
場所を小学校施設を活用して
確保する。 
※時間は 18 時まで 

・学級・学校の閉鎖と連動して、感染
者等の状況によりプラザ室は閉室の対
応をとる。 
・運営している指定管理者と連携を図
り、利用者等への周知徹底を図る。 

Ｃ 青少年支援
室 

こども文化センター運営
事業 

 
児童の健全育成、地域での遊
びの拠点として、中学校区に
1 か所程度設置 

感染者数の多い地域は、指定管理者と
連携を図りながら、感染者等の利用自
粛の要請や閉館の対応をとるととも
に、地域への周知を徹底する。 

Ｃ 青少年支援
室 

子育て支援わくわくプラ
ザ事業 

 
18 時から 19 時までわくわく
プラザ室を活用し、子育て支
援を目的に事業を実施する。 

教育委員会や指定管理者と調整の上、
わくわくプラザ事業に準じた対応を行
う。 

Ｃ 青少年支援
室 

こども文化センター・わ
くわくプラザ事業の調整
業務 

 

こども文化センター及びわく
わくプラザ事業の全市統一的
な対応が必要な管理運営の基
本的部分についての調整業務 

教育委員会や指定管理者と調整の上、
新型インフルエンザ等感染状況に応
じ、全市統一的な方針等の必要な対応
を行う。 

Ｃ 青少年支援
室 

こども文化センター・わ
くわくプラザ事業施設整
備事業 

 
わくわくプラザ室の整備及び
こども文化センターの整備事
業 

必要最小限のものを行うなど状況によ
り一時的に業務を縮小する。 

Ｃ 
児童家庭支
援・虐待対
策室 

児童家庭支援センター運
営事業 ○ 児童家庭支援センターの運営

委託 
出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 
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Ｃ 
児童家庭支
援・虐待対
策室 

子育て短期利用事業 ○ 子育て短期利用事業費の支出 出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

C 
児童家庭支
援・虐待対
策室 

こども教育相談員事業   こども教育相談業務の実施 出勤可能な職員で支障が出ないよう対
応する。 

Ｃ 

 
こども家庭
センター 
中部児童相
談所 
北部児童相
談所 
 

庶務関係業務   

・一般庶務業務 
・金銭出納業務 
・児童移送業務 
・受診券発行業務 
・庁舎管理業務 

・緊急を要する最低限の庶務業務のみ
実施し、他は休止･延期する。 
・児童移送業務は、タクシー対応。用
務員業務に関しては、他係の応援を求
めて対応。 

Ｃ 保育第２課 立入調査・巡回指導・監
査業務 〇 認可外保育施設等の立入調

査、巡回指導、監査 

施設と調整し、指導、監査を延期す
る。 
 

Ｄ 休止業務（上記に該当しない業務） 

Ｄ 企画課 附属機関関係事務  

・児童福祉審議会の運営 
・子ども・子育て会議の運営 
・指定管理者選定評価委員会
の運営 

原則、業務を休止・延期する。 
ただし、重要な案件については、開催
方法を検討し、実施する。 

Ｄ 保育対策課 待機児童対策業務   待機児童対策 原則、業務を休止・延期する。 

Ｄ 保育対策課 保育士確保対策業務   保育士確保対策 原則、業務を休止・延期する。 

Ｄ 各区保育総
合支援担当 地域連携   幼・保・小連携 感染拡大を防止するため、延期又は中

止する。 

Ｄ 各区保育総
合支援担当 新たな公立保育所事業   

地域の子育て家庭のへ支援拠
点として、事業の実施と保育
所の連携強化、質の確保・向
上に向けた会議・研修等の開
催 

感染拡大を防止するため原則中止す
る。 

Ｄ 保育所整備
課 

公立保育所民営化に係る
保護者説明会   説明会を開き、保護者の民営

化に対する理解を深める。 
感染防止の観点から、事業中断（延
期）とする。 

Ｄ こども保健
福祉課 

児童福祉施設退所児童後
指導事業 ○ 退所児童の助言指導に係る経

費の支弁 原則、業務を休止・延期する。 

Ｄ こども保健
福祉課 

民間児童福祉施設賠償責
任保険事業補助事業 ○ 民間児童福祉施設賠償責任保

険料の補助 原則、業務を休止・延期する。 
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Ｄ 青少年支援
室 

川崎市青少年問題協議会
をはじめとした審議会運
営業務 

○ 審議会等の委員会を開催し、
施策の方向性等を協議する。 

審議状況や委員と調整を図りながら、
必要に応じて審議スケジュールの変更
を図り、意見具申の時期等の調整を図
る。 

Ｄ 青少年支援
室 青少年活動推進事業   

青少年育成連盟や青少年指導
員の活動支援及び事務局業
務、有害図書区分陳列調査業
務等 

関係機関と調整の上、事業実施につい
て、延期・中止の措置をとる。 

Ｄ 青少年支援
室 青少年啓発活動事業   成人の日を祝うつどいや青少

年フェスティバル開催業務等 

・青少年フェスティバルについては、
原則中止の措置をとる。 
・成人の日を祝うつどいについては、
延期を含め調整を図り、参加者へ周知
する。 

Ｄ 青少年支援
室 

川崎市子どもの権利委員
会をはじめとした附属機
関運営業務 

  

委員会を開催し、子どもに関
する施策における子どもの権
利の保障の状況について調査
審議する。 

審議状況や委員と調整を図りながら、
必要に応じて審議スケジュールの変更
を図り、諮問に対する答申の時期等の
調整を図る。 

Ｄ 青少年支援
室 

子どもの権利施策広報・
啓発活動事業   

かわさき子どもの権利の日の
つどい開催や市民企画への支
援事業、保育園等への派遣講
師事業等 

・かわさき子どもの権利の日のつどい
については、原則中止の措置をとる。 
・市民企画への支援事業、派遣講師事
業については、関係機関との調整の
上、事業実施について、延期・中止の
措置をとる。 

Ｄ 
児童家庭支
援・虐待対
策室 

要保護児童対策地域協議
会運営業務 ○ 要保護児童対策地域協議会代

表者会議開催 

・感染予防の観点から、近隣自治体の
感染状況や各区、関係機関等の状況を
確認し、会議開催の延期または中止を
検討する。 
・関係機関等への連絡する職員は確保
できる。 

Ｄ 

こども家庭
センター 
中部児童相
談所 
北部児童相
談所 

各種研修業務   
・専門職研修 
・関係機関向け研修 
・市民向け研修 

・感染予防の観点から、受講者の所属
先等に調整して延期または中止を検討
する。 
・市民や関係機関等への連絡する職員
は確保できる。 

 


